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Anthony の計画・統制理論が 

マネジメント・コントロール文献に与えた影響の研究 

1. はじめに 

Robert N. Anthonyは，マネジメント・コントロール（Management Control; 以下, MC）

論のパイオニアとして知られている．彼の著書である Planning and Control Systems: A 

Framework for Analysis (1965)は「この分野のバイブルとなっている」1．Johnson and 

Kaplan (1987)は，「分権的組織の計画と統制の理解がさらに推し進められたのは，Robert 

Anthony の貢献が大きい」2と彼の業績を高く評価している．これまで Anthony の理論に

基づいた研究が数多く行われてきたことは言うまでもない． 

しかしながら，近年 Anthony の業績に対する評価は変わりつつあるように思われる．例

えば Otley(1999)や Ittner and Larcker (2001)は，Anthonyの計画・統制の理論は，オペレ

ーショナル・コントロールと戦略的計画を無視しており，もっぱら会計情報に注目し非財

務情報を無視するものだとしてその限界を指摘している．そして，Anthony の理論に代わ

る新たな枠組みを提唱している3． 

Anthonyの理論に対する研究者たちの評価は，どのように変化したのだろうか．その変化

の背景には，いかなる要因があったのだろうか．その評価は妥当なものなのだろうか．そ

して，Anthony の理論に対する評価の変化によって，MC 研究はどのような影響を受けて

きたのか．こういった問題を単に主観に基づいて考察しても，説得力に欠けるだろう．こ

のような問題を定量的なデータをもとに分析し考察する手法として共引用分析（co-citation 

analysis）4という手法がある。本研究ではこの手法を用いて先に挙げた問題を検討する． 

 

2. Anthonyの計画・統制理論の概要 

Anthony 理論の影響を検討するに際し，まず彼の計画・統制理論の内容を概説する．

Anthonyの計画・統制の理論は，組織の計画・統制活動を戦略的計画（strategic planning），

MC，オペレーショナル・コントロール（operational control）の 3つからなるものとして

捉えるフレームワークがその基礎になっている．それぞれの定義は以下の通りである． 

「戦略的計画とは，組織の目的，これらの目的の変更，これらの目的達成のために用いら

れる諸資源，およびこれらの資源の取得，使用・処分に際して準拠すべき方針を決定する

プロセスである．」 

「マネジメント・コントロールとは，マネジャーが，組織の目的達成のために資源を効果

的かつ能率的に取得し，使用することを確保するプロセスである．」 

「オペレーショナル・コントロールとは，特定の課業が効果的かつ能率的に遂行されるこ

とを確保するプロセスである5．」 

Anthonyはこの 3つの活動のうち，MCについて特に詳細に論じている．MCは戦略的計

画活動で策定された戦略を所与ものとする．戦略に基づいて長期計画編成を行い，その後

予算編成を経て，実行と測定を行い，報告と分析を行う．この 4 つのステップはそれぞれ
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のステップが次のステップを導くため閉じたループを形成し，それぞれのステップで組織

内外の情報が利用される．そして必要があれば報告と分析に基づいて予算修正や実行方法

の修正が行われる6．MCは戦略実行を目的とする活動である． 

Anthonyの文献のうち，彼が3つの活動からなるフレームワークを論じたものがPlanning 

and Control Systems (1965)および The Management Control Function (1988)であり，

MC システムの具体的な内容を論じたものが Management Control Systems, 1st ed.-12th 

ed.である．なお，以下ではそれぞれの文献を P&CS，MCF，MCSsと表記する． 

 

3. 研究の方法 

本稿の対象となる文献は，先に挙げた Anthony の著作を引用している研究，すなわち

Anthony の理論から何らかの影響を受けている研究である．Anthony に対する評価や研究

内容の違いにより，対象とする文献をいくつかのグループに分けることができると予想さ

れる．そして，グループ間の Anthony 評価の違いや研究内容の違い，時代による変化を考

察することで，本研究の目的が達成できると考えられる． 

引用関係を分析し文献間の関係性を明らかにする手法として，共引用分析がある．共引用

（co-citation）とは，2つ（またはそれ以上）の文献，著者，雑誌が，同時に他の 1つの文

献から引用されている状況のことである7．共引用分析はこの共引用関係にある文献同士が

類似したものと考え，それらをグルーピングすることで文献の関係性を明らかにする．こ

こでいう類似とは，各文献が属する研究領域やテーマの類似のことを指す8．共引用分析を

用いた研究成果には，素粒子物理学の文献間の関係を分析した Small (1973)や，経営情報

システム研究の展開を分析した Culnan (1986)など多数存在し，科学技術活動を定量的に扱

う科学計量学の一般的な手法の一つとされている．本研究では共引用分析を行い，Anthony

から影響を受けた研究の展開を明らかにする． 

共引用分析は，5つのステップで行われる．すなわち，（1）分析対象の同定，（2）被引用

数と共引用数の集計，（3）閾値の確認，（4）類似度の計算，（5）関係の分析である9． 

まず，（1）分析対象の同定を行った．共引用分析を実行するには，分析の対象となる文献

群を特定しなくてはならない．本研究では，先に挙げた Anthonyの著作を引用している文

献を分析対象とした．分析対象の特定には，Web of Scienceの被引用文献検索機能を用い

た．また，Web of Scienceには収録されていないが筆者が発見した Anthony著作引用論文

も分析に含めた．論文の Anthony著作の引用状況を表 1に示す． 

表 1 論文の Anthony著作の引用状況 

文献名 P&CS MCF
MCSs
合計

MCSs
1st

MCSs
2nd

MCSs
3rd

MCSs
4th

MCSs
5th

MCSs
6th

MCSs
7th

MCSs
8th

MCSs
9th

MCSs
10th

MCSs
11th

MCSs
12th

出版年 1965 1988 - 1965 1972 1976 1980 1984 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007

被引用数 497 35 193 24 27 27 28 18 14 13 9 17 4 6 6  

Web of Scienceの被引用文献検索機能では Anthonyの著作を引用している文献として書

籍を直接検索することができない．そのため，Scapens et al. (1984)および廣本 (1993)とい
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った管理会計論・MC論の文献を網羅的に扱った書籍で参考文献として挙げられている書籍

から Anthonyの著作を引用しているものを特定し，分析対象に含めた．1993年以降に出版

された書籍については，Anthony の著作と同じ標準分類・件名のものを一橋大学蔵書検索

HERMESを用いて検索し，選ばれた書籍について同様の手順を踏み対象を特定した． 

次に，（2）被引用数と共引用数の集計である．被引用数（ある文献が他の文献から引用さ

れた回数）および共引用数は，各文献について原著論文もしくはレビュー論文から引用さ

れた回数をWeb of Scienceのデータを用いて算出した． 

続けて（3）閾値の確認を行った．共引用分析では，被引用数が少ない文献を含めて共引

用分析を行ってもその文献のまわりでは妥当な結果が得られない可能性が高いため，閾値

を超えていない文献は分析対象から除外する必要がある．本研究では被引用数の閾値を 30

とし，これを超えた文献のみを分析対象とした．ここで被引用数を 30 と設定したのは，

Anthony 評価に与えた影響が大きく，研究の流れの中で重要だと思われる文献を抽出する

ことも意図している10．さらに，当該文献を引用している文献のうち先に挙げた Anthony

の文献も引用している文献の数（書誌結合数11）も，引用元となった文献が Anthony 評価

に与えた影響をある程度反映すると考え，これについても閾値 5を設定した． 

共引用分析では，共引用数についても閾値の確認が必要とされる．他の全ての文献に対す

るある文献の共引用数が閾値未満なら，その文献は分析対象から外さなくてはならない．

それは，文献集合内の他のすべての文献と関係が弱い文献を分析に加えると，結果の妥当

性を損ねる危険があるからである．本研究では共引用数に加えて，後述の類似度について

も同様の理由から閾値を設定した．それぞれの閾値は，共引用数 5，類似度 0.091 とし12，

これを超えた文献を（4）以降の分析対象とした．分析対象となった文献を，閾値を設定し

た各尺度の測定値および引用している Anthony文献の略称とともに表 2に示す． 

表 2 分析対象文献 

Cheney and
Dickson
(1982)

Ein-dor and
Segev
(1978)

Feltham and
Xie

(1994)

Goold and
Quinn
(1990)

Gorry and
Morton
(1971)

Govindarajan
(1984)

Govindarajan
(1988)

Ittner and
Larcker
(2001)

Langfield-
Smith
(1997)

被引用数 62 124 142 48 223 44 109 61 64
書誌結合数 5 12 5 9 57 11 11 12 14
共引用数最大値 9 11 11 7 36 9 15 11 22
類似度最大値 0.103 0.103 0.125 0.140 0.160 0.173 0.173 0.185 0.331

引用したAnthony文献 P&CS P&CS MCS 7th P&CS P&CS MCS 4th MCS 5th P&CS
P&CS, MCS

6th

Liedecker
and Bruno

(1984)

Manson and
Mitroff
(1973)

Otley
(2001)

Rockart
(1979)

Simons
(1987)

Simons
(1990)

Simons
(1991)

Simons
(1994)

Zani
(1970)

被引用数 35 239 56 242 76 52 61 41 40
書誌結合数 6 22 9 29 16 17 16 7 11
共引用数最大値 8 36 17 10 22 21 21 18 10
類似度最大値 0.092 0.160 0.307 0.092 0.331 0.393 0.393 0.379 0.108

引用したAnthony文献
MCSs 2nd,

3rd, 4th
P&CS P&CS

P&CS, MCS
2nd

P&CS P&CS, MCF MCS 6th P&CS P&CS
 

（4）類似度の計算では，被引用数と共引用数を用いて対象文献間の類似度（similarity）

を算出した．文献間の類似度は正規化された類似度であるコサイン関数（Salton’s 

normalization of co-citaion）を用いた． 
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Sij =  

ここで，Cijが共引用数，Ciが文献 iの被引用数，Cjが文献 jの被引用数である． 

最後に，（5）関係の分析を行った．本研究では Sij を用いてクラスター分析を行い文献間

のグループ化を行うとともに，グループ間の関係を可視化した．その後，各グループに含

まれる文献の内容を分析した．クラスター分析では，文献間の類似度の行列をユークリッ

ド距離に変換し，それをウォード法を用いてコーフェン行列に変換し，デンドログラムを

作成した．クラスター分析は Rを用いて実行した13． 

 

4. Anthony理論に影響を受けた研究の展開 

本節では，まずクラスター分析の結果を示す．それから，クラスター分析の結果に基づい

て，どのように Anthony理論が評価され，その結果どのような研究が行われているかを検

討することを通して，Anthony理論の影響と研究の展開を明らかにする． 

 

4-1．クラスター分析の結果 
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図 1 共引用回数に基づくクラスター分析の結果 

第 1群 第 2群 第 3群 第 4群 第 5群 
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クラスター分析により作成したデンドログラムを図 1に示す．このデンドログラムに基づ

き 5つのグループについて考察を行う．以下では，Cheney and Dickson (1982)から Zani 

(1970)までが含まれるグループを第 1 群，Liedecker and Bruno (1984)および Rockart 

(1979)が含まれるグループを第 2群，Goold and Quinn (1990)から Feltham and Xie (1994)

までが含まれるグループを第 3群，Simons (1987)から Otley (1999)までが含まれるグルー

プを第 4群，そして Simons (1994)から Simons (1991)までが含まれるグループを第 5群と

する． 

図 2 は，各グループをそれぞれの Anthony 理論に対する評価に従い位置づけたものであ

る．図の上にあるグループ（第 1群，第 2群）では Anthonyの理論が研究の基礎をなすも

のとして肯定的に評価されている．一方，図の下にあるグループ（第 4 群，第 5 群）では

Anthonyの理論の限界が指摘されている．第 3群に属する研究では，Anthonyの理論が論

拠の一つとして利用されるが，彼の理論に全面的に基づいた研究がされているわけではな

い．そのため，第 3群を図の中ほどに位置づけた． 
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図 2 各グループの Anthony評価による相対的位置付け 

 

4-2．Anthonyの理論を受け継ぐ研究―第 1群，第 2群 

4-2-1．第 1群での Anthony解釈 

第 1 群に所属している研究は，Anthony の理論に基づいて行われているものとして見る

ことができる．このグループに属する研究は，経営情報システムの設計を研究テーマにし

たものが多い．第 1 群に所属している研究は 1970 年から 1984 年までに発表されたもの

である． 
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第 1 群に所属する文献で最も早く発表されたのが，Zani (1970)である．Zani (1970)は

Anthony のフレームワークを情報管理の分野に初めて応用した文献だとされる14．この論

文で Zaniは，戦略的計画，MC，オペレーショナル・コントロールという 3つの活動から

成るフレームワークを認識することが情報システム設計の際に特に重要で役に立つと主張

している．それは，それぞれの活動が異なった情報のタイプと分析を必要とするからだと

いう15． 

第 1 群に所属する文献でもっとも影響力の大きい論文は，被引用数から考えると Gorry 

and Morton (1971)であろう．Anthonyのフレームワークは，Gorry and Mortonが提唱す

る情報システムの新たな見方の基礎となっている． 

「経営情報システムの進歩と問題を理解することに取り組む際には，Robert Anthonyや

Herbert Simonの仕事が特に有用であることを我々は知っている．Planning and Control 

Systems: A Framework for Analysisで Anthonyは，経営管理者が計画と統制のシステム

を取り扱うときにいくつかの見方を提供する分類法を開発する問題に取り組んでいる．彼

は 3つの分類から構成される経営活動の分類法を開発し，これらのカテゴリーが異なった

システムの開発を要求するだけの十分異なった活動を示すと主張している． 

…我々は Anthonyと同様に，これら 3つの分類間の境界がしばしば明確ではないことを

認識している．その限界と不確かさにもかかわらず，我々はこの分類が情報システム活動

の分析に有用であると発見した．」16 

Gorry and Morton (1971)の研究は，多くの研究に引用されている．その中でも影響力の

大きい論文であるManson and Mitroff (1973)は，経営情報システムの体系的な研究プロ

グラムの概要を示した論文である．その中で Anthonyのフレームワークは，経営情報シス

テムを設計する際に重要な要素となる組織構造の影響を考察する方法の一つとして挙げら

れている17．Ein-Dor and Segev (1978)は経営情報システムの成功と失敗に影響を与える

組織文脈の要素を特定することを目的とした研究であり，Manson and Mitroff (1973)を引

用している．この研究でも AnthonyのフレームワークはManson and Mitroff (1973)とま

ったく同じように解釈されている18． 

Cheney and Dickson (1982)は情報システムの導入や組織の情報部門の能力がシステム

利用者の情報満足度や職務満足度に与える影響を調査した研究である．この研究では，情

報システムのアウトプットが利用される組織レベルについての情報を収集し，各レベルに

おける情報システム導入の効果を分析するために，Anthonyのフレームワークが利用され

ている19． 

要するに，Anthony の提唱したフレームワークは，経営情報システム設計に関する研究

である第 1群の研究に対してフレームワークを提供するものとして機能しているのである．

逆に言えば，第 1群に属する研究は Anthonyのフレームワークに基づく研究といえる． 
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4-2-2．第 2群での Anthony解釈 

第 2 群に所属している 2 つの研究は，どちらも Anthony の理論を踏まえて行われたもの

である．具体的には，重要成功要因（critical success factors）がこれらの研究のテーマと

なっている．2つの研究は，それぞれ 1979年及び 1984年に行われている． 

Rockart (1979)の研究は被引用数を見ても分かる通り，多数の研究を生み出した．

Rockart (1979)は Anthonyのフレームワークに基づいてMCの概要を説明した後，Daniel 

(1961)が重要成功要因概念を提唱してから 20 年の間に，この概念に焦点を当てたのは

Anthony et al. (1972)だけであったと指摘している．そして，重要成功要因概念をさらに

発展させたことを高く評価している． 

「産業ベースの重要成功要因を認識しながらも，Anthony らは一歩先まで踏み込んだ．

彼等はmanagement planning and control systemsを企業の特定の戦略目標とマネジャ

ーの両方に一致させる必要性にさらなる重きを置いたのだった．…要するに，重要成功要

因は企業ごとに違い，マネジャーごとにも違うのである．」20． 

Rockart の研究は企業の重要成功要因に注目した多くの研究に引用され，それらの研究

で Anthony の理論は Rockart の評価と同じような評価を受けたり，Anthony が論じた重

要成功要因の内容が記述されていたりする．Leidecker and Bruno (1984)もそのうちの一

つである．この研究は戦略的計画において環境分析，資源分析，および戦略評価へのイン

プットとして重要成功要因を定義し議論することを目的としたものである．彼等は

Rockartと同様に，AnthonyがMCシステム設計の際に重要成功要因概念を利用するよう

提唱したことを評価しており，Anthonyの説明に基づいて重要成功要因を説明している21． 

第 2 群に属する研究は，Anthony 理論の貢献である重要成功要因への注目を受け継ぎ，

重要成功要因についての理解を深めていく研究の流れを生み出したものと言えるだろう． 

 

4-3．Anthonyの理論を立論の根拠の一つとして利用する研究―第 3群 

4-3-1．第 3群での Anthony解釈 

第 3 群に所属している研究は，Anthony の理論を立論の論拠の一つとして利用したもの

として見ることができる．第 1 群や 2 群と異なるのは，これらの研究の多くが Anthony

のフレームワークを研究の中心的な枠組みを与えるものとして扱っていたのに対し，第 3

群の研究は必ずしもそうではないということである．第 3 群に所属している研究は 1984

年から 1994年までに発表されている． 

Govindarajan (1984)は，コンティンジェンシー理論に基づく 2つの仮説の実証を試みた

研究である．2 つの仮説とは，（1）環境の不確実性が高い事業部長はより主観的な業績評

価アプローチを利用する一方で，環境の不確実性が低い事業部長はより定式に基づいた業

績評価アプローチを利用する，（2）環境の不確実性と業績評価スタイルの一致の程度と事

業部業績の間には関連がある，というものである．この仮説の論拠の一つとしてとして彼

は，管理活動の効率性評価は管理活動の因果関係についての詳細な知識に依存するので，
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環境が不安定だと定式に基づいた効率性評価アプローチは十分でないことを挙げている．

この効率性の定義に，Anthonyの効率性の定義が利用されている22．Govindarajan (1988)

でも，まったく同じように Anthonyの効率性の定義が利用されている23． 

Goold and Quin (1990)は戦略的コントロールのコンティンジェンシーなフレームワー

クを構築することを試みた論文である．彼等によると，予算の観点だけで設定されたコン

トロール目標は間違った努力を導くので不十分であり，長期的な事業の生存可能性と成功

のために，戦略的計画と予算計画のバランスが必要だと考えている．そしてそれを論じた

具体的な論者として，Antonyを挙げている24． 

Anthony理論を利用した影響力の大きい研究で，最近行われたものは Feltham and Xie 

(1994)である．彼等の研究は，業績尺度の調和の度合や多次元業績尺度の利用の経済的影

響を，エージェンシーモデルを利用して研究したものである．彼等は会計数値は業績評価

に用いるには不十分なものだと指摘する．その限界をうち破る方法として①会計数値自体

の修正，②追加的な，しばしば非財務の業績測定指標の利用という 2つの方法がある．ほ

とんどの文献は①の方法をとるが，Kaplan and Atkinson (1989)や Anthonyの理論が 2

つ目の方法をとる文献として紹介されている25． 

このように第 3 群の研究は Anthony 理論を論拠の一つとして利用しているもの，

Anthonyの理論に完全に基づいた研究を行っているものではない． 

 

4-4．Anthonyの理論の限界を指摘する研究―第 4群，第 5群 

第 1群，第 2群が Anthonyの研究を受け継ぐ研究であり，第 3群が Anthonyの理論を立

論の根拠の一つとして利用していたのに対し，第 3群および第 4群は Anthonyの理論の限

界を指摘し，その限界を乗り越える新たな理論を提唱する研究といえる．以下で，それぞ

れのグループに属する研究を詳しく検討する． 

 

4-4-1．第 4群での Anthony解釈 

第 4 群の研究は，1980 年代末から 2000 年代にかけての研究である．第 4 群の研究は，

Simons (1987)を除けば， Anthonyのフレームワークの限界を指摘し，新たなフレームワ

ークもしくは研究課題を示すものである．第 4群の研究は， Anthonyのフレームワークが

非財務尺度の重要性を無視したものであることを指摘しているところに特徴がある． 

Simons (1987)は，会計数値ベースのコントロールシステムは企業の事業戦略に従ってそ

の設計要件を変更するべきであるという仮説を検証することを目的とした研究である．こ

こで Anthony (1965)は，計画・統制システムの構造的特徴を扱い，システム利用の文脈に

よって考えられる設計の変更内容を提案した研究の一つとして紹介されている26． 

他の研究は，どれも Anthony 理論の限界を指摘し，新たなフレームワークもしくは研究

課題を示すものである．Langfield-Smith (1997)は，MCシステムと戦略の関係を調査した

研究について批判的検討を行い，この領域の知識の状態を評価することを目的とした研究
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である．彼等は MC システムのカバーする領域が変化したことを描く中で，Anthony の業

績を批判的に検討している． 

「マネジメント・コントロールは Anthony (1965)によって…定義された．この定義は，

後の研究者がMCS (MCシステム：引用者注)をほとんど会計ベースの計画，活動のモニタ

リング，業績測定と統合的メカニズムの統制を含むものとして想定するように制限しただ

けでなく，マネジメント・コントロールを人為的に戦略的コントロールとオペレーショナ

ル・コントロールから分離する働きをした．…これらの伝統的なMCSの定義は過去には適

切だったが，1990 年代の変化した事業環境に適用するには修正が必要だと主張されている

…．」27 

Otley (1999)は， MCシステムの運営を分析するためのフレームワークを提案した研究で

ある．Otley は，Anthony の理論はオペレーショナル・コントロールと戦略的計画を無視

していると指摘する．それに加えて，彼のフレームワークはもっぱら会計情報に注目し非

財務情報を無視するものだと批判する．そして，現代の経営環境にあった新たなフレーム

ワークを構築する必要性を訴えている． 

「オペレーショナル・コントロールは，異なった組織は現場レベルではかなり異なった実

務を行っているということが明らかだったので無視されたが，Anthony はそれらの間に存

在する共通点に注意を向けた．共通点への注目はすべての組織活動を包含する能力のある

共通言語の利用を可能にした．会計がそのような言語を提供したので，管理会計のこの領

域がほとんどの死の床にあった時に，マネジメント・コントロールはおおむね管理会計と

同義語になった．」28 

「（Anthony の）このフレームワークは，…戦略的計画プロセスを意図的に無視した…．

しかしながら，そのような意図的な無視は全ての戦略に共通のコントロールシステムと測

定値の指定を不可避的に導くこととなった．この場合もやはり，会計尺度が強調され非財

務の業績尺度は無視された．‘マネジメント・コントロール’の中心領域に最初に注目する

というのは十分理にかなったことかもしれないが，今や戦略やオペレーションといった無

視しされてきた要素により注意を向ける必要がある．」29 

Ittner and Larcker (2001)は，value-based management (VBM)というフレームワーク30

に基づいて，管理会計の実証研究を批判的にレビューすることを目的とした論文である．

そこで Anthonyの理論は，VBMフレームワークに至るまでの歴史的な 4つのステップの 2

番目として描かれている．そして，Langfield-Smith (1997)や Otley (1999)と同じようにそ

の限界が指摘されている． 

「この第 2段階は，Anthony(1965)のマネジメント・コントロールフレームワークによっ

て概括された．…彼のフレームワークは明確にマネジメント・コントロールを戦略的計画

とオペレーショナル・コントロールから分離しており，したがって管理会計責任の範囲を

限定し，主な関心を会計情報に集中させた…．」31 
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4-4-2．第 5群での Anthony解釈 

第 5 群の研究は，全て Simons による 1990 年代初頭の研究である．第 5 群の研究は，

Anthony の理論は戦略策定において MC システムが果たす役割を見落としていることを指

摘する．そして，Anthonyが提唱したような伝統的MC論を，戦略策定においてMCシス

テムが果たす役割をも包含する新たな MC 論へと拡張することが必要だと主張している．

第5群の研究はAnthonyの理論の限界を指摘するという部分では第4群と共通しているが，

戦略策定における MC システムの役割を重視していること，Anthony の理論が「非財務情

報を無視した」ものだと主張していないことが第 4群の研究と異なる． 

Simons (1990)は，Anthony (1965)がMCの機能を組織目標の達成を確実にするものとし

て定義して以来，会計学の文献でその機能はほとんど変化していないと述べる．彼は

Anthony の MC 論を「戦略は所与のものであり，マネジメント・コントロールシステムは

その実行を動機づけ，監督し，報告する」32という内容を持つものだとして紹介している．

そして，Anthonyのフレームワークに代わる新たな理論の必要性を次のように述べている． 

「本稿で示されるマネジメント・コントロールの見方は，伝統的なフレームワークと異な

る．私の研究は，マネジメント・コントロールシステムが戦略実行だけでなく，戦略策定

にとっても重要であることを示唆している．」33 

「（戦略策定と戦略実行の）分離は，マネジメント・コントロールの性質についての理解

不足を招いてきた．戦略策定と戦略実行を分離することは，戦略的計画を戦略策定と同等

とみなし，マネジメント・コントロールを戦略実行と同等とみなす人為的な二分法をもた

らした．本稿の発見は，組織学習とインタラクティブな影響を持つ戦略を可能にするマネ

ジメント・コントロールシステムの力を示すことで，このアプローチの欠点を強調するも

のである．」34 

Simons (1991)でも，同様の指摘がなされている．すなわち，MC システムは伝統的には

戦略実行の道具として見られてきたが，新しい戦略的イニシアチブのための触媒としても

MCシステムが利用できることを示している．SimonsによるとAnthonyのMC論ではMC

システムは例外管理のための道具とされ，このタイプのシステムは診断的コントロールシ

ステムと呼ばれる．一方，トップマネジャーが部下の意思決定に自ら定期的に関わるため

に MC システムを利用する場合，そのような MC システムはインタラクティブ・コントロ

ールシステムと呼ばれる．MCシステムをインタラクティブに利用することで，新たな戦略

的イニシアチブが現れるというのである35． 

Simons (1994)でも，Anthony の MC の定義が伝統的なものとして紹介されている．

Simons は企業戦略分野の研究が 1960 年代から劇的に進歩したが，MC の理論はいまだこ

れらの進歩を取り入れていないと指摘し36， Anthony の理論が時代遅れになったことを言

外にほのめかしている． 
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5. 考察 

5-1．Anthony理論の評価の変化要因 

Anthony のフレームワーク，MC 論がどのように研究者たちに理解され，そしてこの分

野の研究に影響を与えてきたかは，次のようにまとめることができる．すなわち，Anthony

が P&CSで示したフレームワークや，MCSsで論じてきたMCのトピックは，1970年代

を中心に組織の計画・統制システムの研究に対して有用な枠組みを提供するものとして捉

えられてきた．そして，多くの研究成果を生み出す要因の一つとなっていた．しかしなが

ら，1990 年代以降は，Anthony 理論の限界を指摘し，それを乗り越えることを目的とし

た研究が主流になった．つまり Anthony 理論の評価は，1990年代を境に大きく変わって

いるのである．このような研究の展開を示したのが，先に示した図 2である． 

Anthony 評価にこのような変化が起きた要因は，戦略分野における研究の進歩と，それ

に伴う研究者たちの関心の変化であると思われる．Simons (1994)は，1960年代以降の戦

略分野の発展として，創発戦略という概念が提唱され，戦略の内容が重要な研究の焦点と

なったことなどを挙げている．そして，MC と戦略の関係に関心が集まっているにもかか

わらず，MC 理論はこういった戦略分野の発展を取り込んでおらず，この分野には大きな

研究機会があると指摘している37．Langfield-Smith (1997)は，1990年代に入り，①戦略

形成と戦略実行におけるMCシステムの役割，および②MCシステムにおける従業員のエ

ンパワメントといったこれまで十分に研究がされてこなかった領域に関心が集まってきた

ことを挙げている38．Simonsの一連の研究は，①に関心を寄せる研究の代表的なものと言

えるだろう．彼はMC システムをインタラクティブに利用することによって新たな戦略的

イニシアチブを見出している組織が存在することを発見した．このような現実は，Anthony

のフレームワークでは捉えきれないものだったのである． 

このように，戦略に関する知識の増加と研究者たちの関心の変化により， Anthonyの 3

つの計画・統制活動からなるフレームワークではとらえきれない領域が判明し，その結果

Anthonyのフレームワークの限界が指摘されるようになったのである． 

 

5-2．Anthony理論に対する近年の評価の妥当性の検討 

ここまで述べてきたように，近年 Anthony の理論はその限界が指摘され，その評価は大

きく変わってきた．具体的には，Anthony の理論に対する近年の評価は，①組織の計画・

統制活動を MC システムと戦略的計画，オペレーショナル・コントロールに分割したため

に，それぞれの活動間の関係，特に戦略的計画において MC システムが果たす役割を無視

することになった，②Anthony のフレームワークは会計情報に注目し非財務情報を無視し

ている，という 2 つを挙げることができる．ここでは，こういった評価を鵜呑みにせず，

これらの評価が妥当なのかを考えてみたい． 

まず①の評価についてであるが，Anthonyは P&CSにおいて，組織の計画・統制活動を 3

つに区分している．一方，MCSs では，戦略的計画がどのように行われるか，そして戦略
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的計画で策定された戦略が MC システムの第 1 ステップである長期計画編成とどのように

結び付くかを議論している39．このように，Anthony は完全に戦略的計画と MC システム

の関係を無視しているわけではない．しかし，近年の評価にあるように，戦略策定におい

て MC システムが果たす役割や，企業がとる戦略とその内容に応じた MC システムの設計

要件といった内容は，1990年代までの彼の著作には見られない．1990年代以降の Simons

らの指摘にこたえてか，MCSs 7th ed. (1992)では Govindarajanが共著者に加わり，企業が

とる戦略の内容と MC システムの関係について詳細な議論がなされるようになり40，また

MCS 9th ed. (1999)では Simons (1995)の研究に基づいて， MCシステムの一部を利用して

新戦略を導く方法（インタラクティブ・コントロール）を紹介している41．こういった事実

を考えると，①の評価は妥当なものであり，Anthony 自身もそれを受け入れ，自身の理論

を修正したのだと考えられる42． 

次に②の評価についてであるが，Anthony は P&CS で財務的測定システムが MC システ

ムの基礎をなす必須のものであると述べている．ただし，彼は金銭が唯一の測定の基礎で

あり，最も重要な基礎だということではない
．．

と述べている．他の量的尺度や非定量的表現

もMCシステムにおいては有用であると彼は指摘する43．さらにMCSs 1st ed. (1965)から，

彼は貨幣尺度が意思決定の長期的帰結を反映しないために事業部のマネジャーに短期的行

動をとらせることを指摘している．そして，そのような問題を回避するために財務的尺度

に加えて非財務的な業績尺度を含む複数の業績尺度で以て事業部のマネジャーの業績測定

を行う必要があると主張し，この内容に第 3章の半分を割いている44．また，伝統的な会計

報告書の限界を超えることを目的として提案された重要成功要因の議論も第 4 章を丸々使

って議論している．さらに，4-3で述べたように Feltham and Xie (1994)で，Anthonyの

理論は会計数値の業績測定尺度としての欠点を補うために非財務の業績測定尺度を利用す

るものとして紹介されている．Anthony の MC 論では，会計情報がその中心におかれつつ

も，その欠点を補うために非財務情報の利用が不可欠なものとして位置づけられているの

である．このことを考えると，②の評価は必ずしも的を射たものではないと考えられる45． 

 

6. 結論と今後の課題 

6-1．結論 

本稿では共引用分析を行い，Anthony の理論が研究者集団にどのように評価され，研究

にどのような影響を与えてきたのかを検討した．Anthony のフレームワークや MC 論は，

1970年代を中心に組織の計画・統制システムの研究に対して有用な枠組みを提供し，多く

の研究成果を生み出す要因の一つとなっていた．しかしながら，1990年代以降は，Anthony

理論の限界を指摘し，それを乗り越えることを目的とした研究が主流になった．そのよう

な変化は，戦略分野における研究の進歩と，それに伴う研究者たちの関心の変化が原因で

あったと思われる． 

Anthony 理論は 1990 年代以降，①フレームワークを構成する 3 つの活動間の関係，特
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に戦略的計画においてMCシステムが果たす役割を無視している，②Anthonyのフレーム

ワークは会計情報に注目し非財務情報を無視している，という 2点がその限界として指摘

された．本稿ではこの評価の妥当性を検討し，前者は Anthony自身もそれを受け入れてい

ることから妥当なものだが，後者は Anthonyの著作や一部の研究者の評価を見る限り，妥

当なものだとは言えないと結論付けた． 

 

6-2．本稿の限界 

ここで，本稿の方法が抱える限界を指摘しておかねばならない．本稿では被引用数を文献

の影響の大きさと見なし，閾値以上の値を持つ文献を Anthony 評価に大きな影響を与え研

究の中心となったものとして扱った．確かに，被引用数は論文の影響度・重要度を反映す

るものと考えられている．しかし，これはあくまで代理変数であって，影響度・重要度そ

のものではない．ここで問題になるのは，被引用数が高くなくても Anthony評価に大きな

影響を与え研究の中心になった文献が存在しうるということである．このような文献が存

在した場合，それが研究対象から漏れてしまうという限界を本研究は抱えている． 

さらに本研究の限界として，近年公表された文献は被引用回数が少ないため，現在進行中

の研究に大きな影響を及ぼしている文献があったとしても研究対象から漏れてしまうこと

が指摘できる．本研究の結論は，こういった方法上の限界を持つものとして考える必要が

ある． 

 

6-3．将来の課題 

共引用関係は，新たな文献が公表されれば変化するものである．共引用分析を提唱した

Small は，「こういった変化する構造の研究を通して，共引用は科学分野の発展をモニタリ

ングし，専門分野間の相互関係の程度を評価するためのツールを提供する」46と述べている．

本研究では十分考察できなかった近年の研究における Anthony 評価と MC 研究の動向も，

数年後には分析できるはずである．今後もこの分野の共引用関係に注目して，Anthony 評

価と研究の展開を分析することが，将来の課題である． 

Anthony は非営利組織の MC 論を提唱したことでも知られているが，本稿では彼の非営

利組織 MC 論に対する評価の変遷と彼の理論が MC 研究に与えた影響については検討しな

かった．これも，今後の課題として残されている． 
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